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　This paper aims to propose reconsideration of “Region” through the concept Localism. In Japanese Sociology of Education, 

many papers used the word Region but its usage was so problematic. Although Spatial Turn in New Urban Sociology or Critical 

Geography made it possible to deal with Space, it cannot cover subjective “Region”. In contrast, the study of Place paid attention 

to meanings of space, but it was careless about its areas. In other words, sociology was concerned with not “Region” but Space 

or Place. To take up regional issues, this paper suggests the alternative concept Localism, which is to make an issue of subjective 

“Region” with its meanings and areas. Through that, Japanese Education of Sociology gets another viewpoint of Region.
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１．なぜ，ローカリズムから「〈地域〉を問う」のか？

Ａ．教育社会学における「地域」という陥穽

　日本の教育社会学における分析の視角として代表的

なものに，「地域」がある。例えば馬場（1964）や鐘ヶ
谷（1982），久富（1992），高田（2008）のように「地
域と教育」をテーマとした論文レビューが少なからず

行われている。「地域と教育」を扱った研究は，近年

でも吉川（2001）を代表例として枚挙に暇がなく，「大

学進学率の地域格差研究」だけを対象とするレビュー

論文（上地 2014）が成立するほどであるし，こと「大
学進学率の地域格差研究」に限って言えば，高等教育

機会を問題化する際に地理的要因への関心が薄かった

（McDounough and Fann 2007）海外よりも蓄積がある
ようにさえ思われる。

　しかし，こうした研究の多くがその分析視角として

用いてきた「地域」という概念そのものについては，

十分な検討がなされてこなかった。このことを痛切に

批判したのが殿岡（2004）である。殿岡は，「大学進
学率の地域格差研究」を例にとり，「「地域」空間が分

析を枠付ける地理的単位としてアプリオリに設定され

ている」（殿岡 2004: 145）ことを指摘したのち，「こ
うした「地域」空間認識には，往々にして地域それ自

体の論理が問われることなく，単に地域という名称が

そえられているのみ」（殿岡 2004: 145）であると批判
する。例えば，「大学進学率の地域格差研究」におい

ては，分析の基礎的な単位として「都道府県」が用い

られることが多いが，「都道府県」を分析の基礎的な

単位として用いる理由やその有効性，妥当性などは問

われてこなかった。「大学進学率の地域格差」を分析

するにあたり，「都道府県」という「地域」の単位が

自明なもの・所与のものとして設定されてきたのであ
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る。そしてそれ故に，進学率の格差が空間的に反映さ

れるメカニズムや，「地域格差」を生じさせているそ

の論理自体を捉え損ねてきたし，県境は過剰な意味

を持たされる一方で県内は均質な「一点世界」（水岡 
1994）として描かれてきた。殿岡は，こうした「地域」
空間をアプリオリに設定する研究姿勢を批判し，「地

域」を分析する前に，その空間的な前提を議論の俎上

にあげることの必要性を説いたのである。

　殿岡の指摘は非常に重要であるものの，「大学進学

率の地域格差研究」である上山（2012），朴澤（2016）
などが，殿岡の指摘に十分に応えられておらず，殿岡

を参照している日下田（2006）でさえも，東京／京
阪神／その他という，「地域」区分をアプリオリに設

定していることに顕著なように，殿岡の指摘以後の研

究動向を見ても，教育社会学が殿岡の批判を真摯に受

け止めてきたとは言い難い。社会科学において（非

空間的なものも含む）境界は常に問題となってきた

（Lamont and Molnár 2002）が，こと日本の教育社会学
は，「地域」空間とその境界について，等閑視してき

たきらいがある。

こうした日本の教育社会学における「地域」概念の

使われ方を問題視した上で，本論文は「ローカリズム

から〈地域〉を問う」ことの必要性・有効性を示すこ

とを目的とする。まず，１章の続く部分で殿岡が行っ

た提言である「空間論的転回」について整理したのち

批判的に検討し，２章で「ローカリズム」という概念

について，「場所」をはじめとする他の概念と差異化

しながら〈地域〉を問うための鍵概念として定位する。

そして３章では「ローカリズムから〈地域〉を問う」

具体的な研究構想を例示し，４章で総括する。

Ｂ．「空間論的転回」

　上述の，教育社会学における「地域」概念の批判を

行った殿岡の提言を簡潔に言えば，「空間軸を挿入す

ることで闡明になる「地域」の空間構成指標を基軸と

した分析」（殿岡 2004: 145）とまとめることが出来る
だろう。ここで言う「空間構成指標」とは，その「地

域」枠組みを設定するコンテクストのことである。要

するに，研究者が「地域」枠組みを設定する前に，何

を意味するものとして「地域」を用いるのかを明示せ

よと要請しているのである。例えば，「大学進学率の

地域格差研究」が空疎な名称として用いてきた「都道

府県」という区分も，「都道府県という社会空間が空

疎な単位として存在しているのではなく，その地理的

範域を定める明確な境界が，国家行政システム体系を

基盤とした制度的範域を指標として組織化されている

ものであること」（殿岡 2004: 145）を明確に示しさえ
すれば，「行政サービスの供給可能な範囲としての行

政空間と等値である「地域」を提示することができる」

（殿岡 2004: 145）としている。この例においては，「行
政サービスを供給可能な範囲」というコンテクストを

明示することによって，「行政空間」という「地域」

枠組みに正当性が与えられているのである。このよう

に，「「地域」をめぐる問題群を分析する際に「地域」

の空間性を意識化し，一度「地域」の空間的前提を相

対化する作業を行うこと，さらに「地域」の空間的構

成を問うこと」（殿岡 2004: 146）が，研究者への提言
としてなされている。

以上のような，空間的構成それ自体への着目は，地

理学における「批判地理学」や都市社会学における「新

都市社会学派」が旗印としてきた，「空間論的転回」の

系譜に位置づく。「空間論的転回」の射程は広く，簡

潔な整理は容易ではないが，それでも誤解を恐れずに

簡明に叙述するなら，時間軸を中心に据える一方で空

間を外的な環境としてのみ記述し，より広い構造と切

り離して論じてきたそれまでの社会科学を批判した上

で，空間を不動の「箱」としてアプリオリに設定する

のではなく，資本や国家等の全体構造との関係の中で

生産され変容していくものとして捉えること，そして

先述の「時間論的偏向」から離れて空間軸の下に社会

を記述することを志向しているものと大まかには言

えるだろう1)。こうした問いの立て方はルフェーブル

（1968=2011, 1970=1974, 1974=2000）に由来し（玉野 
1996），それ以後，カステルやハーヴェイらを中心とし
て発展してきた（玉野・浅川編 2009: 4）。同様の問題
意識は，日本でも玉野（1987）や水岡（1994），中西
（1994）などのように共有されており，そうした理論
的視座を持つ実証研究としても，倉沢・浅川編（2004）
や玉野・浅川編（2009）などが，都市の全体像やその
範域を描き出すことに一定の成果を挙げてきた。殿岡

の提言は，こうした「空間論的転回」を教育社会学に

援用することを意図するものに他ならず，海外の教育

社会学でもこうした動きは見られる（Robertson 2009）。

Ｃ．「空間論的転回」の空転

繰り返し述べるように，「空間論的転回」は非常に

重要な意義を持っており，無視することはできない。

しかし，本稿の立場からすれば，決して十分ではない。

なぜなら，このような視点では捉え損ねてしまうもの

があるからである。
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　それは，「地元」，「故郷」，「ふるさと」などの言葉で

表現されるような，人々の主観的感覚に基づいた〈地

域〉とその範囲である（以下，人々の主観に基づいて

構成的に形作られる「地域」を，〈地域〉と表記する）。

成田（1998）が「故郷」について，「実態として存在す
るのではなく，構成され，語られることによってたち

あらわれてくる」（成田 1998: 14）と述べているように，
こうした，主観的認識としての〈地域〉は，それが主

観的認識であるがゆえに，「何らかの空間構成指標を基

軸とした分析」によってその範囲を捉える試みは空転

する。換言すれば，「空間論的転回」はあくまで研究者

が「地域」空間を設定できるし，すべきであるとの認

識に基づいており，そのため，「地元」や「故郷」のよ

うに，人々の主観的認識によって構成的に形作られる

〈地域〉を捉えることが出来ないのである。

この点は机上でのみ問題となるのではなく，空間を

扱う実証的研究においても重大な欠陥となりうる。殿

岡に倣って，「大学進学率の地域格差研究」を例にし

てみよう。

大学進学率の地域格差を論じるにあたっては，「地

域」環境の指標として，「所得や職業構造，産業構造

といった社会経済的要因，大学・短大などの定員規

模（収容率），18歳人口数などが用いられる」（殿岡 
2004: 145）ことが多い。そして，殿岡は，そうした
指標に先立って「地域」が設定されていることを批判

し，それを乗り越えるため，空間構成指標をもとにし

て「地域」空間を設定することを提言したのであった。

しかし，こうした試みは，「大学進学率の地域格差」

を論じるにあたって四つの点で不十分である。

第一に，そこで設定された「地域」空間は，進路選

択主体の主観的認識を反映していない以上，進路選択

という「行為を捉える」観点から適さない。研究者が

「地域」空間を設定しても，進路選択主体がその空間

枠組みに基づいて進路選択をしているかどうかは定か

ではない以上，進路選択を行為として捉え，それを説

明する枠組みとしては妥当ではない，ということであ

る。人的資本論的アプローチから進路選択を論じる研

究への批判の一つとして，「進路選択主体が収益率計

算に基づいて進路選択をしている」という想定への批

判があるが，それと同様の論理である。

第二に，「空間を捉える」観点からも適さない。空

間構成指標を基に設定された「地域」空間は，〈地域〉

を捉えられないが故に，実証研究における代理的な変

数にとどまってしまう場合があるというものである。

例えば，多くの研究において県内進学と自宅通学（非

進学移動）は，また県外進学と自宅外通学（進学移動）

は等値とみなされてきた。「大学進学率の地域格差研

究」が度々批判されてきたポイントの一つであるが，

これは結局のところ，〈自宅からの通学可能圏〉とい

う〈地域〉を扱おうとする一方で，人々の主観的認識

を問わずに，「自宅からの通学可能圏」を設定しよう

としたが故に，このような不十分な変数しか用いるこ

とが出来ていないのだと言える。同様の問題は，県内

／県外という区分を問題視した牟田（2010）でさえ，
自宅から200km以内／外という，代理指標の域を抜け
出ていない区分を用いざるを得なかったことにも顕著

に表れている。要するに，ここでは，「どこまでなら

自宅から通学できる（する）か」という人々の主観的

感覚に基づいて〈地域〉が設定された後に，その中に

大学があるかどうかなどの諸条件を問わなければなら

ないのに，諸条件を基に〈地域〉の代理としての空間

を設定しようとするがために，分析の道具として欠陥

のある「地域」空間を用いてしまっているのである。

そして第三に，社会的な空間認識としての「地域を

捉える」観点から適さない。殿岡自身が「「地域」概念

には，背後にある複雑な社会関係とその地理的範域を

定める社会的な空間認識がすでに包含されている」（殿

岡 2004: 145）と言っているように，「地域」という空
間認識が，社会的なものであるとすれば，何らかの空

間構成指標を用いて，何らかの空間が設定されたとし

ても，その空間認識が社会的に共有されていない限り

は，「地域」を扱ったとは言えないだろうという根本的

な問題である。自宅から200km以内／外という区分を
「地域」の認識枠組みとして用いている人々が果たして

どの程度いるだろうか。そうした「空間」を扱う分析

に意義がないと言うつもりは毛頭ないが，少なくとも

社会的な空間認識としての「地域」を扱ったとは言え

ない。そもそも，「空間論的転回」は，その名の通り，「空

間」を扱う理論的転換であって，「地域」を扱うもので

はない（水岡 1994）。いわば，「空間論的転回」は，「地
域」という陥穽を埋めたのではなく，避けたのである。

そして最後に，「空間軸を挿入することで闡明にな

る「地域」の空間構成指標を基軸とした分析」（殿岡 
2004: 145）を行う際の，原理的な困難がある。例えば，
「大学進学率の地域格差研究」で用いられる変数とし

て，「所得や職業構造，産業構造といった社会経済的

要因，大学・短大などの定員規模（収容率），18歳人
口数」（殿岡 2004: 145）などが挙げられるが，これら
の指標は，アプリオリに「地域」を設定することなし

に，どのように決定されるのだろうか。「地域」を設
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定しないことはすなわち，対象母集団を特定しないこ

とであるので，平均値・合計値・割合など様々な数値

を算出することがそもそも出来ない。空間構成指標と

して有用「であろう」これらの変数は，空間が設定さ

れた後でしか成立しえないのである。故に，理論上「空

間構成指標」として用いることが可能な変数はかなり

の程度限定されてしまうし，無理にそれらを用いよう

とすれば，「空間論的転回」さえ不完全になる。「自宅

からの通学可能圏」問題を乗り越え，「自宅進学か否か」

に直接注目しようとした日下田（2006）が，殿岡を
引用していながらも，「地域」空間をアプリオリに設

定してしまっているのは，日下田の用いた「自宅進学

率」という指標そのものが，アプリオリな空間設定に

依存するからである。なお，日下田と同様の限界は都

市社会学領域でも見られ，例えば倉沢編（1986）や倉
沢・浅川編（2004），浅川（2009），玉野（2009）など
では，500メートルメッシュや，市町村単位で細かく
区切られた地図上の空間に何らかの指標を描く「社会

地区分析」を行っているが，これはアプリオリに設定

される空間の単位が相対的に小さくなったに過ぎない

との評価も可能だろう。ここでは，500メートルメッ
シュ，あるいは市町村という空間がアプリオリに設定

されているが，「500メートルメッシュ」あるいは「市
町村」が理論上持つ意味は明らかでない（強いて言え

ば，「データの限界」とは記載されている）。もちろん，

上部構造との関係の中で空間を捉える姿勢は転回以前

とは一線を画すが，特定の空間を自明視しているとい

う点においては（自明視される空間が小さくなったと

はいえ）転回以前と通底しているように思われる。

以上，大きく分けて四点が，「空間論的転回」を「大

学進学率の地域格差研究」に援用した場合に想定され

うる問題として指摘できた。さらに言えば，その他

の研究領域においてはまた別の問題も生じ得る。例え

ば，研究者が「地域」空間を設定してしまうことで，

非定住者としての流動的な市民などが分析の枠から漏

れてしまう危険性がある（町村 1994）し，移民研究の
領域では，「移動する側から見れば，境界を設定する

ものとされるもの，境界のなかの空間を管理するもの

とされるものという，区分化がもちこまれることこそ

が問題」（伊豫谷 2007: 18）という文に見られるように，
「管理する者（研究者）／管理される者（研究対象者）」

という非対称的な二項対立図式そのものが問題視され

ている（伊豫谷 2007）。では，これらの課題を乗り越
えるために，どのような方向性が構想できようか。

２．なぜ，「ローカリズムから」〈地域〉を問うのか？

Ａ．ローカリズム概念

本稿が，殿岡の提言を汲みつつも，その限界をも乗

り越えて「地域を問う」ために有効であると思われる

のが，ローカリズム（主観的地域感覚）である。まず，

ローカリズムという概念について整理する。

ローカリズムは，中村（2010）によって提唱された
概念である。中村はこの概念について詳細な説明をし

ているわけではないが，用法を鑑みるに，概ね二つの

軸によって〈地域〉への主観的な感覚を捉えようとす

る概念であると言えよう。その二軸とは，その「地域」

空間に付与されている意味という「地域意味」と，そ

の意味の適用範囲という「地域範囲」である。

　中村がローカリズムの指標として用いているのは，

「決定進路の通勤・通学時間と通勤・通学経路」と，

「就職希望地域（県内／県外）」であり，ここで特筆し

たいのは前者である。前者は，「地理的に移動可能な

圏域の大きさ」（中村 2010: 242）を示すものとして用
いられている。すなわち，「地理的に移動可能」とい

う意味付け（本論文の用語で言えば「地域意味」）と，

その「圏域」（本論文の用語で言えば，「地域範囲」）

の二軸をもって，「地理的に移動可能な圏域」という

〈地域〉を捉えているのである。

　後者についても基本的な考え方自体は同様で，「就

職希望地域」という「地域意味」と，県内／外という

空間設定をもって，〈地域〉を捉えようとしている。し

かし，これについては，空間の範囲が県内／外という

形で固定されており，「地域範囲」を問うていないとい

う問題が指摘でき，その意味で〈地域〉を捉える指標

としては妥当性が低い（なお，中村も，この変数を「狭

小ローカリズムにぴったりと重なるものではないが，

ローカリズムについて継続して尋ねているのはこの項

目のみである」（中村 2010: 244-245）ために用いると
前置きしており，その不十分性を自覚している）。

Ｂ．他概念との差異

　広い意味で言えば，「主観的な地域（意識／イメー

ジ／アイデンティティ／…）」について扱っている研

究は多く，その代表例が「場所」について扱うもの

（Relph 1976=1999, Tuan 1977=1993など）である。し
かし，そうした研究における諸概念の問題点は，中村

の用いた「就職希望地域（県内／外）」と同様，「地域

範囲」を問うていないことにあると言って良い。それ

らは，空間の範囲は固定化ないし無視した上で，その
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空間に付与される意味（場所論であれば場所性）を問

うてきた。言い方を換えれば，「空間の場所性」は問

われたが，その場所性が付与される空間がどこなのか

という，「場所の空間性」は問われていないのである2)。

　空間の範囲を固定化する研究としては，例えば冨江

（1997）が挙げられる。冨江が用いている「地元志向」
は，質問文としては県内／外という区分に基づいてお

り，人々の「地域範囲」を問おうとしていない。同様

に，質的研究である吉川（2001）や岸（2013）にお
いても，県内／外という区分が自明のものとして持ち

こまれ焦点化されている。また，移民研究・ニューカ

マー研究などの領域では，国内／外という区分が前提

としておかれ，「方法論的ナショナリズム」と批判さ

れてきた（大井 2006，伊豫谷 2007）。これらの研究
群は，空間の範囲を研究者が特定した上で，そこに付

与される意味内容のみを問うという，いわば，「方法

論的リージョナリズム」に陥ってきたのである。

　空間の範囲を研究者が設定する研究のもう一方で

は，「ジモト」や「地域志向」「地域アイデンティティ」

などという言葉を持ちだしておきながらも，その対象

とする範囲がどこなのかは論じない研究群がある。例

えば，苅谷ら（2007）の「地元貢献意識」は，「将来
地元のために貢献したい」（苅谷ら 2007: 62）という，
空間の範囲さえ曖昧な質問文に基づく変数であり，こ

こで言う「地元」とはどこなのかは明示されていない。

苅谷ら（2007）は量的研究だが，こうした姿勢の研究
はむしろ質的な方法を取る研究に多く見られる（新谷 
2002，阿部 2011など）。
要するに，従来の「主観的な地域（意識／イメージ

／アイデンティティ／…）」を問う研究においては，研

究者が空間の範囲を設定するか，空間の範囲さえ設定

しないかの，どちらかしかないのである。逆に言えば，

中村のローカリズム概念の新しさは，それが「地域範

囲」，すなわち人々の「主観的な空間的距離感覚」（中

村 2010: 238）を扱うものであるという，まさにその一
点にあると言えよう。あるいは，こう言い換えても良

い。従来の研究は，空間の範囲を設定ないし無視した

上で，そこに付与される意味を問うてきた。ローカリ

ズム概念の新しさは，その意味が付与される範囲をこ

そ問うものである，と。ローカリズムは，場所論に代

表されるような空間の意味論の延長線上にあるのでは

ない。比喩的に言えば，「意味の空間」論なのである3
)
。

Ｃ．ローカリズム概念の有効性

さて，こうしたローカリズム概念は，三つの点で有

効である。

第一に，ローカリズムは〈地域〉に対する主観的認

識であるために，「空間論的転回」が対象としえなかっ

たそれを直接的に扱うことになるという点である。「故

郷」の構成性について指摘した成田（1998）も，同郷
会組織の記録や地理的移動者の日記に表出するローカ

リズムを描くことを通じて，〈地域〉を捉えようとし

ている。成田は歴史研究であるが，このような，ロー

カリズムを通じて〈地域〉を捉えるというアプローチ

の有用性を端的に示す例であると言えよう。その他，

近畿地方の高校生のローカリズムの変容を指摘した上

地（2015）や，ローカリズムの概念は明示していない
ものの，「鶴見区」という行政単位と，主観的帰属意

識の不一致を指摘した高木（2009），福田（2009），「地
元」と思う範囲を直接的に尋ね，その狭さを指摘した

轡田（2015，2017）などが，ローカリズムを通じて〈地
域〉を問うことに一定程度成功している。ただし，上

地は，「地域意味」について曖昧にしているし，上地

以外は，考察・結論部分において有益な知見に結びつ

いているとは言えない点に留意が必要である。

第二に，ローカリズムは，その可変性に力点が置か

れている概念であるということがある。中村（2010）
も先に挙げた上地（2015）も，その可変性を捉えるこ
とを主題においている。中村であれば通学・通勤可能

圏が，上地であれば居住希望圏が，進路選択や年齢に

よって変化することを描いている。このことはすなわ

ち，〈地域〉そのものの可変性をも重視していると言

え，「空間論的転回」が批判したポイントの一つであ

る，固定的・不変的な「地域」像を乗り越えるために

有効であるだろう。

　第三の利点は，「地域範囲」が「地域意味」に依存

する形でのみ問われるという点にある。中村が「通勤・

通学可能圏」についてのローカリズムと「就職希望地

域」についてのローカリズムとの二者を別々に分析し

ているように，「地域意味」が異なれば，「地域範囲」

も当然異なる。わかりやすく言えば，〈住みたい地域〉

と〈働きたい地域〉とでは，空間に付与される意味が

異なるので，その範囲も異なりうるということである

（もちろん，重なりうる）。すなわち，ローカリズムは，

ローカリズムが問われる文脈に依存した概念なのであ

り，ローカリズムが文脈依存的であるということは，

別の文脈では異なるローカリズムが表出するというこ

と（すなわち多義的であるということ）を含意してい

る。言い換えれば，〈地域〉の多義性を前提とした概

念であるため，固定的で画一的な「地域」枠組みが使
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われることへの懸念が生じ得ないのである。さらに言

えば，問いに対応する形でのみローカリズムは描かれ

るため，問題設定に対して空虚な概念となることが想

定しにくいという，分析上の利点も指摘できる。「大

学進学率の地域格差研究」であれば「人々がどこまで

なら通学可能だとみなしているのか」，コミュニティ

研究であれば「人々がどこを自分のコミュニティだと

みなしているのか」，地域移動研究であれば，「人々が，

自分はどこからどこへ移動したと認識しているのか」

などといった，当事者の「地域範囲」を明らかにする

ことで，それらの実証研究が用いるべき「地域」空間

が設定されるのである。

なお，問題意識に対応する形で空間枠組みがあると

いうことと，「地域意味」に対応する形で「地域範囲」

があるということは疑いの余地がないが，この類似性

が，問題を設定し，空間を設定する研究者が，「地域

意味」と「地域範囲」をも決定して良いという，〈地域〉

を問わないことの隠れ蓑として機能していた可能性が

ある。これは例えば，吉川（2001）が，地方県の構造
維持という問題設定をし，それを受けて分析の対象空

間として島根県を設定する，と同時に，調査対象者も

県内／外という区分を重視していることを前提に置い

てしまったことなどに見られる。こうしたことを考え

れば，ローカリズム概念は，問題設定としての空間枠

組みと，分析の道具としての空間枠組みの一元的な結

びつきを転換する可能性に開かれているとも言うこと

ができるだろう。

３．教育社会学的研究の展開可能性

　最後に，ここまでの議論を踏まえて，〈地域〉を問

うことで拓ける教育社会学的研究の可能性を，具体的

に例示したい。様々な例が考えられるが，ここでは，

これまで紙幅を割いてきた「大学進学率の地域格差研

究」を取り上げてみよう。〈地域〉を問うことで拓け

る「大学進学率の地域格差研究」，端的に言えばそれ

は，「進路選択」を〈地域〉の変容と選択として捉え

ることである。

Ａ．「大学進学率の地域格差研究」と〈地域〉

「大学進学率の地域格差研究」は常に，大学（定

員）の空間的偏在に目を向けてきた。量的研究におい

ては，「大学収容力」4)として変数化され，多くの研

究に投入されてきた（佐々木 2006，上山 2012，朴澤 
2016）し，質的研究においても，石戸谷（2004）のよ

うに，自宅から通える範囲に大学がないことが進学に

伴う主要な困難の源泉であることが主張されてきた。

さて，ここで〈地域〉という視座を入れてみれば，

それらの研究が欠陥のある二つの前提をおいているこ

とが指摘できる。一つは，先に記した通り，〈通学可

能圏〉が問われないままに議論が進んでいるというこ

とである。これは，「大学収容力」という概念が，（都

道府）県内ならば自宅から通うことができ，（都道府）

県外であれば自宅から通うことができない，という仮

定のもと，都道府県単位で算出されていることに顕著

にみることができる。

そしてもう一つは，大学（定員）の存在が，人の進

学や移動を規定するという前提である。もちろん，大

学（定員）が存在しなければ，当該地方への進学移動

が起きないというのは至極当然のことであるが，大

学（定員）が存在すれば，当該地方への進学移動が起

きるのかというと，決してそうではない。地方の「大

学収容力」が高かろうと，進路選択主体が当該地方を

移動先として捉える視点を持っていなければ，当人に

とってそこは進学先にはなりえないからである。実際

に，多くの論者が指摘するように，進学移動先はかな

り空間的に偏っており，大都市か出身地周辺が大部分

である（山口・松山 2001，村山 2007）。すなわち，〈大
都市〉か〈出身地周辺〉以外に存在する大学（定員）は，

多くの進路選択主体にとって後景に追いやられている

のである。翻って大学の側から見ても，私立大学の

44.5%が定員割れしており（日本私立学校振興・共済
事業団 2016），地方部においても，例えば東北地方の
入学定員充足率が88.60%，四国が88.47%と，大学（定
員）が存在するにもかかわらず，入学者が不足してい

る状況が明らかになっている（日本私立学校振興・共

済事業団 2016: 9）ことを考えれば，大学（定員）が
あればそこへ進学（移動）するという因果は，部分的

なものに過ぎないだろう。

このように考えることで，では〈通学可能圏〉とは

どこで，また〈通学不能圏
4 4 4

〉の中で選択肢にあがる〈大

都市〉や〈出身地周辺〉とはどこなのか，そうした〈通

学可能圏〉〈大都市〉〈出身地周辺〉の認識がどのよう

に形成され，変容し，選択されるのか，それらを規定

しているのは何か，といった一連の問いが不可避的に

生じる。そしてまさにこれらこそが，〈地域〉という

視座を挿入することで可能になる「大学進学率の地域

格差研究」である。
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Ｂ．〈通学可能圏〉とはどこなのか

こうした一連の問いの中で，〈通学可能圏〉とはどこ

なのか，という点に特化して詳細な研究構想を例示す

るならば，特定の大学に通学している者の住所を，地

図上にプロットする方法などが考えられる。このこと

によって明らかにされる（当該大学における）〈通学可

能圏〉は，ほぼ確実に行政機能の区分線としての県境

とは重ならないはずだ。さらに言えば，大学によって

〈通学可能圏〉の範囲自体が異なるはずで，このことが，

「大学進学率の地域格差」の一因となっている可能性

が想定できる。より具体的には，都市部では電車やバ

スなどの公共交通機関が発達しているため，比較的遠

方まで〈通学可能圏〉であるが，地方部ではそうでは

ないために〈通学可能圏〉が相対的に狭いこと，それ

故に地方部の高校生はただでさえ少ない高等教育機会

にアクセスしにくい状態であることなどが考えられよ

う。もちろんこれは仮説的なものに過ぎないし，一般

化するには粗雑すぎるが，これまで検討されてきてい

ない問題設定の仕方であることは確かである。

そしてこうした問題設定の下では，結論でも地方の

「大学収容力」の均等化を要請するのではなく（ある

いは，それに加えて），〈通学可能圏〉を広げる，もし

くはそれら以外を進学の際の選択肢として前景化させ

る等によって，既存の大学（定員）へのアクセシビリ

ティを高める方向への解決策を見出しうるだろう。そ

してそれは，交通網の整備であったり，入学試験にお

ける高校推薦枠の空間的多様化であったりといった構

造的・制度的改善のための議論にも結びつくだろう。

言うまでもないことだが，「主観を問う」ことは何も，

問題を当人の意識や心理の内部に閉じ込めて個人化す

ることではない。「大学収容力」を都道府県単位で算

出するような粗い分析からは導けない，繊細な「社会」

を丁寧に解きほぐす足掛かりなのである。

４．結論

本稿では，教育社会学が主観的な〈地域〉を問うて

こなかったこと，またそれによって生じてきた様々な

問題について整理・検討した。その上で，中村のロー

カリズムという概念を〈地域〉を問う上での鍵概念と

して再定位し，それを用いて〈地域〉を捉えることの

有効性を「大学進学率の地域格差研究」に即す形で示

した。もちろん，〈地域〉という視座は，「大学進学率

の地域格差研究」以外にも，様々な援用の仕方がある

だろう。「地域と教育」という領域には豊富な研究蓄

積があるが，そうした研究群を礎としつつその限界を

超えるべく，主観的な〈地域〉への着目が待たれる。

これまで，「地元」「出身地」「居住地」「大都市」「地

方」のような，空間の範囲を特定しない言葉は，その

空間性を問わないままに議論を展開することを可能に

する「空間のメタファー」（Smith and Katz 1993）であっ
た。そうしたメタファーとしての用法が可能であった

のは，論文中に「地元」とだけ記載があっても不自然

さを感じないほど，それらが読者の主観的感覚に合致

した語彙であるからだろう。逆に言えば，それほどま

でに〈地域〉に類する語は，空間を論じるにあたって

の前提として機能してきたのである。そうした前提

を問い直すことは，「地域」の「限界」への関心が高

まり（山下 2012），震災やグローバリゼーションを受
けての「故郷」の喪失が叫ばれる（伊豫谷編著 2014）
など，「地域」への関心が学術的・政策的・社会的に

高まっている現代においてこそ不可欠な取り組みであ

る。そのことを通じてこそ，「空間」でもなく「場所」

でもない，「地域」にかかわる建設的な議論が，真に

可能となるだろう。

注

１） 「空間論的転回」の主な仮想敵は，地理学では地理学の「計量
革命」（計量地理学），都市社会学ではシカゴ学派である。また，

どちらの場合も，マルクスの「時間論的偏向」が批判の矛先に

あがることが多かったように，マルクス主義とも関係が深い。

地理学における「空間論的転回」の学説史的展開やその詳細に

ついては，竹内（1980）高野（1983）石川（1993）水岡（1994）

水岡編（2002）福田（2003）など，都市社会学におけるそれら

は吉原（1994，2002）玉野（1996）などを参照。これらの中で

も論者によって微妙な言葉の使い分けがある（例えば「批判地

理学」「ラディカル地理学」「新しい地理学」など）ように，「空

間論的転回」の全貌をつかむのは容易ではないし，例えば吉原

（1994）が指摘するように，「空間論的転回」論者も一枚岩では

ない。とは言え，吉原（2008）が，シカゴ学派と新都市社会学

派の対立を「あえて単純化していうなら，都市を独立変数とみ

るか従属変数とみるか，つまり都市にたいする外部の力を規定

因とするかどうかをめぐって」（吉原 2008: 228）の対立だとし
ているように，既述の整理も大きく的を外したものではないだ

ろう。この吉原（2008）は，新都市社会学派の隘路とそれ以後

の展開をも射程に入れた著作である。

２） この語は，カステルが用いている「場所の空間」とは異なる。
カステルの「場所の空間」は，「フローの空間」と対比する形

で用いられ（高橋 1993，Castells 2003，山本 2005など），空間
の場所性を強調するものである。一方，本稿の「場所の空間性」

は，字義通り場所の空間性を強調する。なお，本稿における意

味での「場所の空間」論は，地域社会学会（2000）が，「これ

からの課題」として言及している（地域社会学会 2000: 7）も
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のの，その後も蓄積は乏しい。「ローカリズムから〈地域〉を

問う」ことは，都市社会学・地域社会学・地理学などにおける

「空間」研究と「場所」研究を架橋するという意義も大きい。

３） 「場所の空間」論という表記をここで避けたのは，「ローカリズ
ム」という概念は，場所性のような，主観的帰属意識や愛着な

ど，アイデンティティ上重要な意味性だけではなく，より多様

な―例えば「地理的に移動可能」であるとか―意味性を扱うこ

とができるからである。その意味で，「場所の空間」論は，「意

味の空間」論の一下位分類である。

４） 「大学収容力」あるいは「大学収容率」は，論者によって定
義の仕方が異なり，概ね二通りに分けられる。一つは，分子

を「ある都道府県における入学者数（もしくは定員数）」に

し，分母を「当該都道府県の18歳人口数」にするもの（佐々木 
2006，上山 2012など）で，もう一つは，分子は同じで分母を
「当該都道府県からの進学者数」にするものである（山口・松

山 2001など）。前者は「大学進学率の地域格差」を問題化する
際に使われ，後者は「大学進学に伴う地域移動」を問題化する

際に使われる傾向がある。また，これらの中でも，入学者数と

定員数のどちらを用いるかなどで細かな差があり，その他にも

後者の逆数である「潜在大学収容率」という変数を用いている

者もいる（村山 2007）。
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